
令和７年度岩⼿県地域福祉推進協議会

【事例報告】

奥州市における
重層的⽀援体制整備事業の取組

令和７年９⽉24⽇
奥州市福祉部地域共⽣社会課
地域共⽣社会係⻑ ⼩野 ⼤祐
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令和６年版奥州市ミニ統計書（簡易版）より

奥州市の概況
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➀包括的相談
⽀援事業

・属性や世代を問わず相談を受け⽌める
・⽀援機関のネットワークで対応する

【新規】
②参加⽀援事業

・社会とのつながりを作るため、ニーズと資
源のマッチングや⽀援メニュー作りを⾏う

③地域づくり
事業

・世代を超えて交流できる場や居場所づくり、
個別の活動と⼈のコーディネートを⾏う

・地域プラットフォームの形成や地域活動の
活性化を⽀援する

【新規】
④アウトリーチ

等を通じた継
続的⽀援事業

・会議や関係機関とのネットワークの中から
潜在的な相談者を⾒付ける

・⽀援者から出向き関係構築の⽀援を⾏う

【新規】
⑤多機関協働

事業

・困難ケースの司令塔的機能を果たす
・⽀援関係機関の役割分担の調整や⽀援⽅針
の検討などを⾏う

1) 事業概要 2) 各事業の内容
地域住⺠が抱える複雑化・複合化した⽀援ニーズに対応する

ため、平成29年の社会福祉法改正により、市町村における包
括的な⽀援体制の構築が努⼒義務とされ、それをより具体的に
推進するため、令和２年改正において重層的⽀援体制整備事業
（任意事業）が創設され、令和３年度から施⾏されました。

• ①②③の事業を柱として、これらを効果的・円滑に実施す
るため、④⑤により相談⽀援機能を強化し、５事業を全て
実施します

• 現在、分野ごとに実施している①③の補助⾦等が「重層的
⽀援体制整備事業交付⾦」として、新たに実施する②④⑤
の補助⾦と合わせて⼀体的に交付され、属性や世代を問わ
ない事業実施が可能になります

出典）R6.7.23 岩⼿県・市町村トップミーティング資料 3

重層的⽀援体制整備事業とは



事
業 既存制度の対象事業等 奥州市の既存事業 担当課

包
括
的
相
談
⽀
援

⾼
齢

地域包括⽀援センターの運営
(介護保険法第115条の45第2項第1〜3号)

地域包括⽀援センター
（基幹型１カ所・委託型８カ所）

奥州市地域包括⽀援
センター

障
が
い

障害者相談⽀援事業
(障害者総合⽀援法第77条第1項第3号)

(1)基幹相談⽀援センター（委託１カ所）
(2)障がい者相談⽀援事業（委託11カ所） 福祉課

⼦
ど
も

利⽤者⽀援事業
(⼦ども･⼦育て⽀援法第59条第1号)

(1)特定型（直営１カ所）
(2)こども家庭センター型（直営１カ所）

(1)保育こども園課
(2)こども家庭セン

ター
困
窮

⾃⽴相談⽀援事業
(⽣活困窮者⾃⽴⽀援法第3条第2項)

⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業
（委託１カ所） 福祉課

地
域
づ
く
り

⾼
齢

⼀般介護予防事業
(介護保険法第115条の45第1項第2号)のう
ち厚⽣労働⼤⾂が定めるもの（地域介護予
防活動⽀援事業）

⼀般介護予防事業の⼀部
（市保健師・保健指導員による通いの場の⽴

ち上げ・運営⽀援）
奥州市地域包括⽀援
センター

⾼
齢

⽣活⽀援体制整備事業
(介護保険法第115条の45第2項5号)

⽣活⽀援体制整備事業
（第１層SC︓市職員２⼈兼務、

第２層SC︓市会計年度任⽤職員２⼈）
奥州市地域包括⽀援
センター

障
が
い

地域活動⽀援センター事業
(障害者総合⽀援法第77条第1項9号)

地域活動⽀援センター事業
（委託︓Ⅰ型市内１カ所、Ⅱ型市内３カ所） 福祉課

⼦
ど
も

地域⼦育て⽀援拠点事業
(⼦ども･⼦育て⽀援法第59条第9号)

地域⼦育て⽀援拠点事業
（直営３カ所・委託６カ所） こども家庭課

困
窮 ⽣活困窮者⽀援等のための地域づくり事業 【未実施】 ―

⼀体的実施対象事業の状況（令和６年度）
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社会福祉法の改正により令和３年４⽉に「重層的⽀援体制整備事業」が創設
• 市では、同年６⽉に「奥州市重層的⽀援体制等の整備のための担当課⻑会議を設

置」し、第１回会議で課題認識や対応⽅針、事業実施に向けた取り組みなどを確
認（以後は予算確認等の際に開催）
• 具体的な実施体制や⽅法等は「実務担当者会議」で検討（全５回）。庁内連携フ

ローの確認まで⾏った
• 令和４年１⽉「奥州市⽣活困窮者⽀援会議設置要綱」を制定。⽣活困窮が疑われ

る⼈への適切な⽀援のための情報交換、⽀援体制の検討等について、本⼈同意が
なくとも守秘義務を課した上で実施可能となった（構成︓職安、社協、市納税課、
市⺠課、⻑寿社会課、直営包括、こども家庭課、都市計画課、学校教育課）

• ５⽉に第１回⽣活困窮者⽀援会議が、６⽉にこども家庭課の個別ケース会議が開
催され、福祉課職員が出席
• 10⽉に岩⼿県重層的⽀援体制構築アドバイザーを講師に招き研修会を開催。庁内

関係課及び奥州市社会福祉協議会で事業への理解を深めた

令和３年度 市として検討を開始

令和４年度 事業の理解促進

奥州市重層的⽀援体制等の整備に向けた取組経過（令和３・４年度）重層的⽀援体制等の整備に向けた取組経過（令和３・４年度）
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• 福祉課に担当職員を１名増員
• 福祉部・健康こども部で組織する実務担当者会議を、庁外（社会福祉法⼈奥州市

社会福祉協議会）も含めた「奥州市重層的⽀援体制整備事業推進チーム会議」に
再編。⽉１回ペースで開催（⾏政︓地域福祉・⽣活保護・障がい者福祉・⾼齢者
福祉・児童福祉・直営包括、社協︓総務財政・こども・相談⽀援・地域福祉）

推進チーム会議による検討

市政運営会議（部⻑級）での事業説明、取組・スケジュールの共有
包括的相談⽀援事業者等への事業説明と意⾒交換

各分野の会議に出向いたり、直接対話の機会を設けたりして実施
実施機関の実績や課題のアセスメント

庁内・市社協はヒアリングシートを活⽤（チーム員が作成）、委託事業者へのアンケート
既存の会議体の棚卸

同時開催や統合等が効果的・効率的なものはないか︖ ⾒直しを⾏うべきものはないか︖

• 庁内関係課（⽣活困窮者⽀援会議の構成部署）＋市社協で研修会を開催
• 多機関協働の⽀援フローや実施体制などを検討し、令和６年１⽉から試⾏
• 重層事業において活⽤できる資源や取組の洗い出しと検討
• 移⾏計画の策定

移⾏準備事業に向けた多機関協働の取組の準備・試⾏

重層的⽀援体制等の整備に向けた取組経過（令和５年度）
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• 社会的孤⽴や8050問題、ダブルケアなど、⽣活課題の複雑化・複合化は本市でも
起こっている
【「包括的相談⽀援に関するアンケート調査」の調査結果より】
「困難事例」の総件数118件。０〜30件と事業所ごとの差は⼤きいが０件は１カ所のみ
困難事例の類型では、複合的課題を抱える世帯が最多。その他、家族関係やそれに起因す

るキーパーソンの不在などもあげられた
分野内の体制やネットワークは構築されているが、分野をまたいだ連携に困難さを感じる
関係づくりの場・研修、⽀援者の資質向上の取り組みや体制・ツールづくりを求める回答

が多く⾒られ、不⾜する施策・資源についても多数の意⾒があった

包括的相談⽀援

地域づくり
• 地域づくりや地域福祉の分野では、課題解決や社会資源の創出のための場や仕組み

が不⾜しているうえ、コーディネートを⾏う職員のマンパワー不⾜により取組を進
めることが困難な現状
課題解決の取組や新たな社会資源・サービスの創出を検討できるプラットフォームがない
広い市域を少ない⼈数でカバーしているため、きめ細やかな⽀援ができない。ニーズに対

応しきれない
マンパワーや専⾨知識の不⾜から、⽀援ニーズを把握した場合の対応に不安がある

奥州市の現状と課題（令和５年度の取組から）
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• 市社協への業務委託によ
り庁舎内に多機関協働の
と取組の担当職員を配置
• 困難ケースについて「重

層的⽀援会議」を開催。
⽀援関係機関の役割分担
や⽀援内容の検討を⾏い、
⽀援プランを作成
• ⽣活困窮者⽀援会議（参

加者に守秘義務あり・本
⼈同意不要）を活⽤。
多機関協働事業の利⽤申
込前のケースを拾い上げ、アプローチや⽀援⽅法を検討

【担当者・多機関協働推進員の所感】
⽣活困窮者⽀援会議を活⽤し、潜在的な相談者を把握できたとしても、⾃ら相談できない

⼈（しない⼈）へのアプローチや制度の狭間にある⼈に伴⾛⽀援する⽀援者がいない
⼊⼝を広げても出⼝の⽀援が不⾜している

重層的⽀援体制整備事業への移⾏準備事業

重層的⽀援体制等の整備に向けた取組経過（令和６年度）
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①相談⽀援体制の強化（横連携と⽀援者⽀援）
包括的相談⽀援事業、多機関協働事業、⽀援会議

②社会資源の創出の仕組みづくり（地域も⾏政も）
地域づくり事業、重層的⽀援会議

③出⼝⽀援の充実（潜在的ニーズへのアプローチ）
アウトリーチ等を通じた継続的⽀援、参加⽀援

奥州市が重層的⽀援体制整備事業で⽬指すもの
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包括的相談⽀援事業・多機関協働事業

• 包括的相談⽀援事業（地域包括⽀援センター、基幹相談⽀援センター、障がい者
相談⽀援事業、利⽤者⽀援事業、⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援事業）は、拠点の統合
等は⾏わず、分野ごとの体制を維持
• 事業者の相互連携により、包括的な相談⽀援体制を整備（分野外の相談も受け付

け、適切な機関につなぐ）
• 令和６年度、市社協への業務委託により市役所に配置している「多機関協働推進

員」は継続して配置
• 市として事業を推進する体制を整備。分野間の連携促進の取組等を実施していく

➀相談⽀援体制の強化
参加⽀援事業・地域づくり（困窮）・アウトリーチ等事業

• ３事業を⼀体的に実施する（地区担当の専任職員の配置）
• 地域づくりの既存事業（通いの場、ＳＣ、地域活動⽀援センター、地域⼦育て⽀

援拠点）は維持。専任職員と連携し、多様な場や居場所が拡充されるよう取り組
んでいく

②社会資源の創出の仕組みづくり
③出⼝⽀援の充実

奥州市の重層的⽀援体制整備事業の⽅向性
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1) 地域共⽣社会課の創設
• 奥州市地域包括⽀援センター（基幹型包括）を、重層的⽀援

体制整備事業を主管する「地域共⽣社会課」としてリニュー
アルしました

• 基幹型包括が持つ総合相談機能を⽣かして分野を超えた相談
に対応するとともに、分野間の連携促進に取組みます

• 多機関協働事業を担う「多機関協働推進員」を地域共⽣社会
課に配置し、市として事業を推進する体制を構築します

2) 地域福祉コーディネーターの配置

地域共⽣社会課
（多機関協働推進員）

多機関協働事業

包括的相談⽀援事業

（⾼ 齢）
地域包括⽀援センター

（障がい）
基幹相談⽀援センター

相談⽀援事業所

(⼦ども)
利⽤者⽀援事業

(困 窮)
くらし・安⼼応援室

複雑化・複合化した課題を抱えるケースの役割分担、
⽀援⽅針の検討、連携促進の取組 など

相談受け⽌め、必要に応じて連携

• 参加⽀援事業、地域づくり事業（⽣活困窮者⽀援等のための地
域づくり事業と⽣活⽀援体制整備事業の第２層⽣活⽀援コー
ディネーター）、アウトリーチ等を通じた継続的⽀援事業につ
いて、社会福祉法⼈奥州市社会福祉協議会に業務を委託し、専
任職員「地域福祉コーディネーター」を配置。３事業を⼀体的
に実施します

• 参加⽀援事業３⼈、アウトリーチ等を通じた継続的⽀援事業８
⼈の計11⼈体制・地区担当制（地域づくり事業は全員で担当）

相談⽀援体制の強化（横連携と⽀援者⽀援）
相談者・⽀援者の負担軽減、⽣活課題の早期解決

⼊⼝・出⼝⽀援の充実（潜在的ニーズへのアプローチ）
必要な⽀援が届き、⼩⽕のうちに消⽕（早期発⾒・対応）

社会資源の創出の仕組みづくり（地域も⾏政も）
課題に気づき解決に取組むコミュニティの形成、地域資源や施策の創出

奥州市社会福祉協議会（地域福祉コーディネーター）

江刺 ２人水沢 ３人

前沢 １人

胆沢 １人

衣川 １人

参加支援３人（水沢１人、江刺１人、前沢・胆沢・衣川１人）

地域づくり事業

参加⽀援事業

アウトリーチ等事業 必要な⽀援が届いていない⼈を⾒つけ、
⽀援につなぐための関係づくりから⾏う

本⼈のニーズを踏まえた丁寧なマッチング
や⽀援メニューづくり、定着の⽀援を⾏う

世代や属性を超えた交流の場や居場所の整備、課
題を発⾒・解決する地域づくりの伴⾛⽀援を⾏う

３人

８人
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②参加⽀援事業

④アウトリーチ等を通じた継続的⽀援事業

⑤多機関協働事業

必要な⽀援が届いていない⼈
を把握し、対象者とのつなが
りづくりから⾏う

・課題のときほぐし
・⽀援関係機関の

役割分担
・⽀援⽅針の検討
・⽀援プランの作成

(⼦ども)
⼦育て⽀援センター

(障がい)
地域活動⽀援センター

(⾼齢)
地域介護予防活動⽀援事業・⽣活⽀援体制整備事業

（市保健師・保健指導員） （市第１層⽣活⽀援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

(⾼齢・困窮)
奥州市社会福祉協議会
地域福祉コーディネーター
（第２層⽣活⽀援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

Ⅲ 地域づくり
に向けた
⽀援

世代や属性を超えて交流できる
場や居場所の整備、活動や⼈の
コーディネート、プラット
フォームづくり

Ⅰ 属性を問わない
相談⽀援

①包括的相談⽀援事業

（⾼ 齢）
地域包括⽀援センター

（障がい）
基幹相談⽀援センター

相談⽀援事業所
(⼦ども)

こども家庭課、保育こども園課
⼦育て総合⽀援センター

こども家庭センター
(困 窮)

くらし・安⼼応援室

相談を受け⽌め、適切な機関
につなぎ、連携して対応

困りごとを早期に発⾒して⽀援につなげる
地域福祉コーディネーター等の地域づ
くり⽀援を通じて、地域⽣活課題に気
づき、⽀援機関につなげる機能を強化

③地域づくり事業

地域福祉
コーディネーター

地域住⺠同⼠の⽀え合いや緩やかな⾒守り

奥州市役所(地域共⽣社会課)
多機関協働推進員

地域住⺠同⼠のつながりやさまざまな⽀援関係機関
のネットワークを通じて、⾒守り体制を構築

地区振興会・
⾃治会など

• 地域運営組織と連携した
ニーズや資源の把握と
マッチング

• 地域セーフティネット
会議の拡充

複雑化・複合化した課題を抱えるケース

⾃ら⽀援を求めることができない⼈・拒否的な⼈ など

よさってくらぶ
サロン・地域⾷堂

Ⅱ 参加
⽀援

既存の事業では対応できない
個別の社会参加のニーズ

地域福祉
コーディ
ネーター

地域課題を起点にして地域資源や
施策を創出

⽀援関係機関

地域の社会資源の拡充

社会福祉法⼈

• 社会資源のコーディ
ネートやマッチング

• ニーズに合わせた新
たな⽀援メニューの
作成

農家・企業

多様な主体との
マッチング
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各事業の実施体制
1) 包括的相談⽀援事業

• 既実施事業（よさってくらぶ、第１層⽣活⽀援コーディネー
ター（ＳＣ）、地域活動⽀援センター、地域⼦育て⽀援拠点）
は従来の体制を維持します

• 奥州市社協の地域福祉コーディネーターと既実施事業が連携し、
多様な場や居場所の拡充に取り組みます

• 包括的相談⽀援事業の相談⽀援機関は、奥州市地域包括⽀援セ
ンター（基幹型包括）の再編を除き、窓⼝の統合などは⾏わず
従来の体制を維持します（従来の機能を維持する基本型）

• 事業者の相互連携により、分野外の相談も受け付け、必要に応
じて適切な機関につなぐ、包括的な相談⽀援体制を整備します

分
野 事業名 実施

⽅式 実施機関数 所管課

⾼
齢

地域包括⽀援セン
ター

委
託 委託 ８カ所 地域共⽣社会課

障
が
い

(1)基幹相談⽀援セン
ター

(2)障がい者相談⽀援事
業

委
託

(1) １カ所
(2)  11か所 福祉課

⼦
ど
も

利⽤者⽀援事業
(1) 特定型
(2) こども家庭セン

ター型
(3) 妊婦t等包括相談⽀

援事業型

直
営

(1) 市役所 １カ所
(2) こども家庭セン

ター １カ所

(3) 市役所 １カ所

(1) 保育こども園課
(2) こども家庭セン

ター・⼦育て総合
⽀援センター

(3) 健康増進課

困
窮

⽣活困窮者⾃⽴⽀
援事業

委
託

くらし・安⼼応援室
１カ所 福祉課

（2）参加⽀援事業
• 地域福祉コーディネーターが、地域福祉分野のネットワーク

を⽣かし、⾃治会・⾏政区・地区振興会やそこで⾏われてい
る活動、ボランティア団体、社会福祉法⼈のほか、農家や⺠
間企業など福祉以外の分野も含め、多様な主体と対象者との
マッチングなどを⾏い、社会参加のニーズに対応します

3) 地域づくり事業

分
野 事業名 実施

⽅式 実施体制 所管課

⾼
齢

地域介護予防活動⽀
援事業（よさってく
らぶ⽀援）

直
営 市保健師・保健指導員

地域共
⽣社会
課

⽣活⽀援体制整備
事業

直
営

委
託

第１層︓市ＳＣ１⼈
第２層︓社会福祉協議会の地域
福祉コーディネーター11⼈（兼
務）

地域共
⽣社会
課

障
が
い

地域活動⽀援セン
ター事業

委
託

Ⅰ型市内１カ所、Ⅱ型市内３カ
所 福祉課

⼦
ど
も

地域⼦育て⽀援拠
点事業

直
営

委
託

直営３カ所・委託６カ所（エン
ゼルプラザ、⼦育て⽀援セン
ター）

こども
家庭課

困
窮

⽣活困窮者⽀援等
のための地域づく
り事業

委
託

社会福祉協議会の地域福祉コー
ディネーター11⼈（兼務）

地域共
⽣社会
課実施

⽅式 実施体制 所管課

委
託

社会福祉協議会に地域コーディネーター３⼈
を配置（地域づくり事業と兼務） 地域共⽣社会課
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各事業の実施体制
６) 重層的⽀援会議と⽀援会議4) アウトリーチ等を通じた継続的⽀援事業

• 地域福祉コーディネーターが、地域セーフティネット会議に参
画する地域の福祉関係者、サロン・通いの場からの情報、各分
野の会議、⽀援関係機関とのネットワークなど、様々な社会資
源を通じて情報を収集し、⽀援が届いていない⼈・世帯を早期
に発⾒し、⽀援関係機関につなぎます

5) 多機関協働事業
• 「多機関協働推進員」が、⽣活課題の解きほぐしが必要な複合

的・複雑な課題を抱える⽀援困難ケースについて、⽀援関係機関
の役割分担の調整や⽀援⽅針の検討などを⾏うなど、⽀援関係機
関の⽀援を⾏います

実施
⽅式 実施体制 所管課

委
託

社会福祉協議会に地域コーディネーター８⼈を配置
（地域づくり事業と兼務）

地域共⽣
社会課

実施
⽅式 実施体制 所管課

直
営

市役所 １カ所（地域共⽣社会課に多機関協働推進
員を配置）

地域共⽣
社会課

• 地域共⽣社会課が２つの会議を開催し、円滑な⽀援と事業の進
捗管理を図ります。定例（⽉１回）と随時開催を組み合わせ、
定例開催時は重層的⽀援会議と⽀援会議を同⽇に開催します

• なお、既存の会議との効果的・効率的な運営について検討を進
めます

14

制度・事業 会議名 所管課

⽣活困窮者
⾃⽴⽀援制度 ⽀援会議 福祉課

介護保険制度 地域ケア会議 地域共⽣社会課

障害福祉制度 ⾃⽴⽀援協議会 福祉課

⼦ども施策 要保護児童対策
地域協議会 こども家庭課

重層的⽀援体制
整備事業 ⽀援会議 地域共⽣社会課

参考︓⽀援に関する法定の会議体（奥州市）

※⽣活困窮者⽀援会議の対象ケースがあった場合は、重層的
⽀援体制整備事業の⽀援会議で検討を⾏う運⽤としている



令和６年度（移⾏準備事業）の相談件数
項⽬/⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ １⽉ ２⽉ ３⽉ 合計

延べ相談件数 23件 14件 17件 26件 21件 22件 29件 24件 24件 18件 35件 21件 274件

うち新規相談 ３件 ６件 ２件 ４件 ４件 ２件 ５件 １件 ３件 ０件 ７件 ２件 39件

⽀援会議 ０件 ０件 １件 ２件 １件 １件 ０件 ０件 １件 １件 ０件 ０件 ７件

重層的⽀援会議 １件 １件 ０件 １件 ０件 １件 ０件 １件 ０件 ０件 １件 ２件 ８件

プラン作成数 １件 １件 ０件 １件 ０件 １件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ４件

うち新規相談 １件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 １件

うち再プラン ０件 １件 ０件 １件 ０件 １件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ３件

相談終結件数 １件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 １件 ０件 ２件

参考１︓新聞報道（北⽻新報社）より
秋⽥県能代市（⼈⼝約５万⼈）
R4より事業開始し、R5実績は延べ相談件数157件、プラン作成数３件

参考２︓厚⽣労働省 令和６年度社会・援護局関係主管課⻑会議資料より
多機関協働事業における⽀援実績（重層的⽀援会議につながれた件数）を調査したと
ころ、160の⾃治体から回答があり、次のとおりの割合となった。
・０件（約20％）⼈⼝100万⼈を超える都市も含む
・１〜5件（約40％）⼈⼝３万⼈、15万⼈規模の都市も含む
・６〜10件（約20％）
・11〜50件（約20％） 15



令和７年度（重層的⽀援体制整備事業）の相談件数

項⽬/⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ 合計

延べ相談件数 33件 46件 55件 49件 183件

うち新規相談 ３件 10件 １件 ５件 19件

⽀援会議 １件 ２件 ３件 ２件 ８件

重層的⽀援会議 １件 １件 １件 ０件 ３件

プラン作成数 １件 ０件 ０件 ０件 １件

うち新規相談 １件 ０件 ０件 ０件 １件

うち再プラン ０件 ０件 ０件 ０件 ０件

相談終結件数 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件
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参考︓多機関協働に向けた取組
・庁内向け・関係者向け研修会の開催
・相談窓⼝⼀覧（関係者向け）の作成
・つなぐシートやフロー図などの検討（推進チーム）
・関係者向け「ちいきまるっと通信」の発⾏ など

■多機関協働事業

■アウトリーチ等事業（プラン作成は利⽤申込前のものも含む）

項⽬/⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ 合計

延べ相談件数 12件 41件 31件 53件 137件

うち新規相談 10件 15件 16件 17件 58件

プラン作成数 ０件 １件 ０件 ３件 ４件

うち新規相談 ０件 １件 ０件 １件 ２件

相談終結件数 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件

■参加⽀援
項⽬/⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ 合計

延べ相談件数 １件 ０件 ７件 ５件 13件

うち新規相談 １件 ０件 ２件 ２件 ５件

プラン作成数 ０件 ０件 １件 １件 ２件

うち新規相談 ０件 ０件 １件 ０件 １件

相談終結件数 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件


